
 

 

 

１. 調査の目的と現状 
 本調査は、フリースクール等に関する支援の在り方について検討するため，様々な事情により登
校しづらい又は登校できない（長期欠席）児童生徒及びその保護者，県内のフリースクール等の子
どもの居場所の状況等を把握する実態調査を行うことを目的としている。 
 本調査を実施するに際し、まずは、全国における不登校児童生徒の現状や、その支援の状況につ
いて、先行研究等から現状を把握する。 
 
1.1. 全国の不登校に係る状況 

対象となる不登校児童生徒の現状について、文部科学省は「令和 5 年度児童生徒の問題行動・不
登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」において、2014(平成 26)年度からの統計を公
開し、小・中学校における不登校児童生徒数が 11 年連続で増加し、過去最多の 346,482 名となっ
たことを発表している(図 1-1-1)。 
 

 
図 1-1-1 不登校児童生徒数の推移 

(文部科学省(2024)「令和 5 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」P.23 より抜粋) 
 
 また、同調査において、学年別の統計も公開され、全ての学年において前年度比で増加している
ことも併せて発表された(図 1-1-2)。 
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図 1-1-2 学年別不登校児童生徒数 

(文部科学省(2024)「令和 5 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」P.24 より抜粋)  
 
 高等学校における不登校の状況も公開され、高等学校における不登校生徒数は 68,770 人（前年
度 60,575 人）であり、1,000 人当たりの不登校生徒数は、23.5 人（前年度 20.4 人）であることが
明らかとなった(図 1-1-3)。 
 

 
図 1-1-3 不登校生徒数の推移 

(文部科学省(2024)「令和 5 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」P.32 より抜粋) 
 
 高等学校における不登校生徒の推移は 2014(平成 26)年度から緩やかに横ばいだった傾向が、
2020(令和 2)年度から増加傾向に転じている様子が伺える。これらの統計から、全国的な傾向とし
て、小・中学校、および高等学校において、不登校児童生徒については増加の傾向があることが伺
える。 
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 その背景について同調査によると、小・中学校において不登校児童生徒について把握できた主な
事実として、割合が 10％以上のものについて、「いじめ被害を除く友人関係をめぐる問題の情報や
相談があった」(13.3％)、「学業の不振や頻繁な宿題の未提出が見られた」(15.2％)、「親子の関わ
り方に関する問題の情報や相談があった」(12.4％)、「生活リズムの不調に関する相談があった」
(23.0％)、「学校生活に対してやる気が出ない等の相談があった」(32.2％)、「不安・抑うつの相談
があった」(23.1％)などが挙げられていた(表-1-1)。 
 

表 1-1-1 不登校児童生徒について把握した事実 

 
※「長期欠席者の状況」で「不登校」と回答した不登校児童生徒全員につき，当てはまるものをすべて回答。 
※下段は、不登校児童生徒数に対する割合。 
※「個別の配慮（障害（疑い含む）以外）についての求めや相談があった。」は、障害（疑い含む）に起因する特別な

教育的支援以外の個別の配慮を指す。 
(文部科学省(2024)「令和 5 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」P.26 より抜粋) 

 
 同調査における高等学校における不登校生徒について把握できた主な事実として、割合が 10％以
上のものについて、「いじめ被害を除く友人関係をめぐる問題の情報や相談があった」(11.0％)、
「学業の不振や頻繁な宿題の未提出が見られた」(15.4％)、「生活リズムの不調に関する相談があっ
た」(26.7％)、「学校生活に対してやる気が出ない等の相談があった」(32.8％)、「不安・抑うつの
相談があった」(16.7％)などが挙げられた(表 1-1-2)。 
 小・中学校、高等学校において共通して挙げられた項目は「いじめ被害を除く友人関係をめぐる
問題の情報や相談があった」、「学業の不振や頻繁な宿題の未提出が見られた」、「生活リズムの不調
に関する相談があった」、「学校生活に対してやる気が出ない等の相談があった」、「不安・抑うつの
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相談があった」という項目であり、小・中学校でこれ以外に挙がった項目として、「親子の関わり
方に関する問題の情報や相談があった」があった。 
 

表 1-1-2 不登校生徒について把握した事実 

 
※「長期欠席者の状況」で「不登校」と回答した不登校児童生徒全員につき，当てはまるものをすべて回答。 
※下段は、不登校児童生徒数に対する割合。 
※「個別の配慮（障害（疑い含む）以外）についての求めや相談があった。」は、障害（疑い含む）に起因する特別な

教育的支援以外の個別の配慮を指す。 
(文部科学省(2024)「令和 5 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」P.33 より抜粋)  

 
1.2. 鹿児島県公立学校の不登校に係る状況 
 次に、鹿児島県の現状を明らかにしていく。鹿児島県が発表した「令和５年度児童生徒の問題行
動・不登校等（鹿児島県公立学校）の状況について」(鹿児島県高校教育課学校教育生徒指導班：
2024)によると、鹿児島県内における不登校児童生徒は、小・中学校で 4,570 名、高等学校で 862
名、合計 5,432 名で、2020(令和 2)年度からの統計上においても増加傾向にあることが分かる(表
1-2-1)。その主たる理由も、概ね全国の傾向と一致している状況にあった。 
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表 1-2-1 不登校児童生徒数 (単位：人) 

 
※ 高等学校は通信制を除く 
※ （ ）は 1,000 人当たりの不登校児童生徒数（不登校児童生徒数÷在籍児童生徒数×1,000） 

(鹿児島県高等教育課教育生徒指導班(2024)「令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等（鹿児島県公立学校）の状況について」P.1 より抜粋) 
 
また、1,000 人当たりの不登校児童生徒数において、小・中学校では、鹿児島県は全国平均の

37.2 人を下回る 35.1 人であるが、高等学校においては全国平均 23.5 人を上回る 26.9 人であっ
た。（図 1-2-1 図 1-2-2）

 
図 1-2-1 小・中学校（国公私立）における不登校の現状について 1,000 人当たりの不登校児童生徒数 

(文部科学省(2024)「令和 5 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」P.30 より抜粋)  
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図 1-2-2 高等学校（国公私立）における不登校の現況について 1,000 人当たりの不登校生徒数 

(文部科学省(2024)「令和 5 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」P.34 より抜粋)  
 
 
 また、公益社団法人 子どもの発達科学研究所(浜松医科大学 子どものこころの発達研究センタ
ー)は、2024(令和 6)年に「不登校の要因分析に関する調査研究報告書」(文部科学省からの委託事
業)を公表しており、その中で、不登校支援への方向性の提言として、不登校の関連要因との関係
性から「いじめ被害及び友達とのトラブルの予防」、「教師の行動、学校風土の改善」、「授業改
善、学習支援の充実」、「児童生徒の体調、メンタルヘルス、生活リズムへの注目」、「背景要因
へのアプローチ」の 5 つを掲げた(図 1-2-3)。 
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図 1-2-3 考察：不登校支援の方向性への提言 

(公益社団法人 子どもの発達科学研究所(2024)「文部科学省委託事業 不登校要因分析に関する調査研究 結果の概要」より抜粋)  
 
 前述した 1,000 人当たりの不登校児童生徒数において、全国で一番その数が少ない福井県では、
2024(令和 6)年に、「ふくいの教育ミライレポート 全ての子どもの笑顔のために 〜通うのが楽
しくなる学校づくりを目指して〜 Ver.1.0」を発表している。この中で、福井県は「不登校は『問
題行動』ではありません」とし、生徒指導から生徒支援への発想の転換を掲げている(福井県教育
庁義務教育課：2024)。 
 国においても，「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本
指針」（文部科学省：2017(平成 29)年）で，「不登校は、取り巻く環境によっては、どの児童生
徒にも起こり得るものとして捉え、不登校というだけで問題行動であると受け取られないよう配慮
し、児童生徒の最善の利益を最優先に支援を行うことが重要である」と示している。 
  
 この様な現状において、こういった不登校を経験している子どもたちにとって、どういった居場
所が望まれているのか、本調査において明らかにする意義は大きいと考えられる。 
 
 
1.3. 子どもの居場所に係る全国における現状 
 では、こういった子どもの居場所に係る現状はどのように考えられているのか。こども家庭庁
は、2023(令和 5)年に、「子どもの居場所づくりに関する調査研究報告書」を発表している。この
中で、こども・若者の居場所づくりにおける理念として「心身の状況、置かれている環境等にかか
わらず、こども・若者の権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができること
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を目指す」ことがうたわれ、大切にしたい視点として「居たい・行きたい・やってみたい」という
3 つの視点を挙げるとともに、「居場所づくりにおいて重要なことは、こども・若者の主体性の尊
重である」こと、「その場を居場所と感じるかどうか等は、本人が決めることである」ことを掲げ
た(図 1-3-1)。 

 
図 1-3-1 居場所の現状と課題、および提言 スライド 3 

(こども家庭庁(2023)「こどもの居場所づくりに関する調査研究報告書（概要版）」より抜粋) 
 
 
 さらに、同報告書においては、5 つの課題とそれらへの対応策を述べている(図 1-3-2)。これら
を要約すると、多様な居場所の増加とその安心・安全性の担保、それらが当事者であるこども・若
者の視点と声に基づいたものである必要性、その様な居場所へとつながる手段の確保、居場所その
ものの持続可能性の確保と言える。これらは、前述した不登校児童・生徒の現状を支える仕組みと
して必要であることも伺える。 
 これらに対して対応策を挙げる中で、当事者たる子ども・若者の声を聴くこと、そういった現状
を把握し、行政機関が行うべき役割と民間との密な連携の重要性が伺える。 
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図 1-3-2 居場所の現状と課題、および提言 スライド 5 

(こども家庭庁(2023)「こどもの居場所づくりに関する調査研究報告書（概要版）」より抜粋) 
 

 このような背景を踏まえ、本調査においては、子どもの新たな居場所としてのフリースクールの
可能性を含め、フリースクール等に関する支援の在り方について検討するため，長期欠席児童生徒
及びその保護者，県内のフリースクール等の子どもの居場所の状況等を把握する実態調査を行うこ
とを目的とした。 
 
 
1.4. 調査対象 
 (ｱ) 県内の小中学校、高等学校、特別支援学校が把握している令和６年４月〜10 月の欠席日数が

30 日以上の児童生徒及びその保護者（5,302 組（合計 10,604 名）） 
(ｲ) フリースクール等の子どもの居場所となっている施設（132 か所） 
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1.5. 調査の仕様 
 調査対象ごとにそれぞれ、別添の調査票を作成の上、郵送調査を実施した。児童生徒及び保護者
への調査票配布に際しては、個人情報保護の観点から、所属校より各対象者への郵送を行った。ま
た、施設への配布は委託事業者が直接行った。 
 回答方法については、調査票へ記入後、郵送にて返送を求める方法と、Google フォームを用い
た Web 調査を併用して実施した。調査票へ付与した ID により、郵送による回答と Web フォーム
への回答について重複した回答を避ける処置を行った。また、ID により圏域を事前に把握するこ
とで、調査票における個人情報の記銘をできるだけ削減する処置を取った。 
 
1.6. 調査期間 
 2024(令和 6)年 12 月〜2025(令和 7)年 2 月 
 
1.7. 回収数 
 回収できた回答の内、有効回答数は、児童生徒が 555 件、保護者が 676 件、施設が 37 件であっ
た。以下、回収率を記す。なお、児童生徒及び保護者のいずれかが回答した場合には有効回答数と
して取り扱った。 
 

 ・児童生徒：555/5302＝10.5％ 
・保 護 者：676/5302＝12.7％ 
・施   設： 37/ 132＝28.0％ 

 
1.8. 調査内容 
 鹿児島県が作成した調査原案を元に、委託事業者である一般社団法人鹿児島県精神保健福祉士協
会理事、会員及び、本調査実施に係る専門性を有した学識者との検討を行い、調査票の内容の精査
を行った。その際、各学識者へ本調査への意見を求め、その内容を反映していく形で、別添の質問
項目の作成を行った。 
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